
1 

佐賀県東部広域ごみ処理施設建設検討委員会における検討内容等について 

 

１ 次期ごみ処理施設整備事業の経緯 

鳥栖・三養基西部環境施設組合及び脊振共同塵芥処理組合の既存ごみ処理施設については、

地元協定に基づき、ほぼ同時期に設置期限を迎えることとなっている。一方、国の指導のもと、

佐賀県が策定したごみ処理広域化計画においては、鳥栖・三養基西部環境施設組合を構成する

鳥栖市、上峰町及びみやき町の１市２町、脊振共同塵芥処理組合を構成する構成市町のうち神

埼市及び吉野ヶ里町の１市１町の、２市３町の東部ブロックで広域化を進めることとなってい

る。このような中、平成２６年１１月に神埼市及び吉野ヶ里町から次期ごみ処理施設建設計画

への参加申し入れがあったことにより、２市３町におけるごみ処理の共同処理について本格的

な協議が始まった。そして、平成２８年２月に地元真木町より２市３町による次期ごみ処理施

設建設について同意を得たことに伴い「佐賀県東部ブロックごみ処理施設建設協議会」を設立

して協議を重ね、基本的な事項の協議が整ったため、平成２８年１２月に「佐賀県東部地区ご

み処理施設の建設及び管理運営に関する覚書」を締結した。次期ごみ処理施設整備事業におけ

るこれまでの経緯を表 1 に示す。 

 

表 1 次期ごみ処理施設整備事業の経緯について 

年月 事業の経緯（◆計画の策定等） 

平成 23 年 11 月 「佐賀県ごみ処理広域化計画」に基づく東部ブロック研修会開催 

平成 26 年 2 月 東部ブロック首長意見交換会開催 

平成 26 年 10 月 鳥栖市から建設候補地の選定について報告 

平成 26 年 11 月 鳥栖市真木町衛生処理場敷地を建設候補地として決定 

   〃 神埼市及び吉野ヶ里町から建設事業計画への参加申し入れ 

平成 27 年 3 月 地元真木町で説明会を開始 

平成 27 年 12 月 １市２町による施設建設について真木町の同意 

平成 28 年 1 月 

(平成 28 年 3 月承認) 

◆循環型社会形成推進地域計画を提出 

（１市２町、鳥栖・三養基西部環境施設組合） 

平成 28 年 2 月 ２市３町による施設建設について真木町の同意 

   〃 佐賀県東部ブロックごみ処理施設建設協議会設立 

平成 28 年 7 月 
神埼市及び吉野ヶ里町から鳥栖・三養基西部環境施設組合に対し、建設

事業について事務委託 

   〃 

(平成 28 年 8 月承認) 

◆循環型社会形成推進地域計画を提出（対象地域拡大による変更） 

（２市３町、脊振共同塵芥処理組合、鳥栖・三養基西部環境施設組合） 

平成 28 年 12 月 
佐賀県東部地区ごみ処理施設の建設及び管理運営に関する覚書締結 

（２市３町） 

  

  

資料３ 
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２ 次期ごみ処理施設建設予定地 

住所：鳥栖市真木町（敷地面積 約 4.2ha） 

建設予定地の位置図・案内図を図 1 に示す。 

 

図 1 建設予定地位置図・案内図 
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図 2 建設予定地 

  

事業実施区域 約4.2ha

最終処分場跡地 約0.5ha
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図 3 建設予定地 

 

 

３ 次期ごみ処理施設整備事業全体スケジュール 

次期ごみ処理施設の施設基本計画から新施設稼働までのスケジュールを表 2 に示す。次期ご

み処理施設の稼働開始については、平成 36 年 4 月を目標としている。 

事業実施区域 約4.2ha

最終処分場跡地 約0.5ha
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表 2 佐賀県東部広域ごみ処理施設整備事業全体スケジュール（施設基本計画から新施設稼働まで） 
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平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成36年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成36年度
平成32年度

平成32年度

平成33年度

平成33年度

平成34年度

平成34年度

平成35年度

平成35年度

ごみ処理基
本計画

事業内容

調
査
・
計
画

測量調査

ごみ処理基本計画・地域計画

土壌汚染対策防止法関連調査

地質調査

災害廃棄物処理計画

解体工事
対策工事

運営事業 20年間

工事監理

環境影響評価

建設工事 設計・施工

項　　目
平成27年度 平成28年度

平成28年度

設計・施工監理

ご
み
処
理
施
設
計
画

旧焼却処理施設・し尿処理施設解体設
計

事業者選定
アドバイザリー

手
続

都市計画決定手続き

ごみ処理施設整備基本計画

ＰＦＩ事業導入可能性調査

募集図書作成

募集・評価・選
定・契約支援

整
備
・
運
営

項　　目
平成27年度

事前工事

測量調査

ごみ処理施設整備基本計画・ＰＦＩ事業導入可能性調査

ごみ処理施設整備基本計画

募集図書作成

都市計画決定手続き

設計・施工監理

設計・建設期間（48ヶ月）

募集・評価・選定・契約

配慮書 方法書 現地調査 準備書・評価書

ごみ処理施設整備事業者選定 運営期間

（20年間）

地質調査

地歴調査

配慮書 方法書 現地調査 準備書・評価書

基本計画 地域計画

災害廃棄物処理計画

ＰＦＩ事業導入可能性調査

【募集図書】

入札説明書、要求水準書、落札者決定基準書、事業契約書、様式集

旧施設解体設計

土壌調査 土壌調査

設計・施工（48ヶ月）

ごみ処理基本計画改訂、第２期地域計画

旧施設解体工事・対策工設計・工事
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４ 検討委員会の開催日程と検討内容 

検討委員会は、５回開催を予定している。検討委員会の開催日程と検討内容については表 3

に示す。表 4 にごみ処理施設整備基本計画策定及び PFI 事業導入可能性調査スケジュールを示

す。 

表 3 検討委員会の開催日程及び内容 

区分 回数 実施時期 議 題 

ご
み
処
理
施
設
整
備
基
本
計
画
策
定
業
務
に
係
る
審
議 

第 1 回 
平成 29 年 

1 月 5 日 

・建設検討委員会における検討内容及び進め方について 

・２市３町における廃棄物処理システムと国内の処理技術

の整理について 

・施設整備の基本方針について 

・比較対象とする処理システムの検討について 

第 2 回 
平成 29 年 

2 月 8 日 

・施設基本諸元の確認 

・アンケート調査内容の確認 

・処理システム選定の評価項目、評価基準について 

平成 29 年 

2 月～3 月 

・プラントメーカへの技術提案依頼 

・最終生成物取引先に関するアンケート調査 

第 3 回 
平成 29 年 

5 月下旬 

・アンケート調査結果の報告 

・処理システムの比較・検討 

・処理システムの選定 

・中間答申案の検討 
P
F
I

事
業
導
入
可
能
性
調
査
業
務
に
係
る
審
議 

第 4 回 
平成 29 年 

9 月下旬 

・基本条件の確認 

・意向調査内容の確認 

平成 29 年 

10 月 
・事業方式に係る市場調査実施 

第 5 回 
平成 29 年 

12 月下旬 

・事業導入の評価 

・課題の確認 

・今後の作業及び事業契約までの全体スケジュールの確認 

・最終答申 
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表 4 ごみ処理施設整備基本計画策定及びＰＦＩ事業導入可能性調査スケジュール 

 

Ⅰ 計画準備

Ⅱ ごみ処理施設整備基本計画策定

1 処理システム及び処理方式に係る比較検討資料作成

1.1
処理技術動向の把握、施設整備の基本方針及び処
理システムの設定

1.2 処理システムの比較に向けた検討・調査

1.3 処理システムの比較検討

2 ごみ処理施設整備基本計画策定

2.3 ごみ処理施設基本諸元

Ⅲ ＰＦＩ事業導入可能性調査

2 意向調査の実施

報告書まとめ

打合せ

6 今後の作業とスケジュール

Ⅳ 委員会

3 経済性等の検討

4 事業導入の評価

5 まとめと課題

3 パブリックコメント対応

1 基本条件等の整理

①意向調査

②ヒアリング調査

2.13 人員体制

2.14 概算事業費

2.15 環境影響評価予測条件の設定

2.10 啓発設備計画

2.11 既存施設の解体計画

2.12 建設工事工程

2.8 最終処分計画

2.9 災害対策の強化に係る計画

2.4 建設予定地に係る条件整理

2.5 概略配置計画

2.6 公害防止計画

②マテリアルリサイクル推進施設

③処理システムの設定

①施設基本諸元の検討

②アンケート調査の実施

①処理システムの比較検討

②処理・処分計画との整合の比較検討

1.4 処理システム・処理方式のまとめ

2.7 余熱利用計画

10 20 10 20

2.1 計画処理対象物

2.2 分別収集に係る課題の抽出

①エネルギー回収型廃棄物処理施設

10 20 10 20

①処理技術動向の整理

②施設整備の基本方針（コンセプト）の設定

10 20 10 20 10 2010 20 10 20 10 2010 20 10 20 10 20

10月4月 5月 6月 7月 11月 12月 1月2月 3月業務内容

平成28年度 平成29年度

10月 11月 12月 1月

10 20 10 20 10 20

2月 3月

10 20 10 20

8月 9月

① 1/5 ② ③ ④ ⑤

■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■

業務 回数 開催時期 検討事項

第1回 平成29年1月5日
・施設整備の基本方針確認
・比較対象とする処理システムの検討

第2回 平成29年2月8日
・施設基本諸元の確認
・アンケート調査内容の確認
・処理システム選定の評価項目、評価基準について

第3回 平成29年5月下旬

・アンケート調査結果の報告
・処理システムの比較・検討
・処理システムの選定
・中間答申案の検討

第4回 平成29年9月下旬
・基本条件の確認
・意向調査内容の確認

第5回 平成29年12月下旬

・事業導入の評価
・課題の確認
・今後の作業及び事業契約までの全体スケジュールの確認
・最終答申案の検討

ごみ処理施設整備基
本計画作成業務に係

る審議

PFI事業導入可能性
調査業務に係る審議

委員会の検討事項
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